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昨年８月，文部科学省では，ブリティッシュ・

カウンシルとの共催により，「ICTを活用した豊

かな教育環境と学校の役割」と題する国際シンポ

ジウムを東京で開催した。文部科学省では，国家

戦略である「IT新改革戦略」（平成１８年１月IT戦

略本部決定）に基づき，教育の情報化を総合的に

推進しているところであるが，諸外国でも，例え

ば英国では，英国教育工学通信協会（Becta）が

ICTを活用した学習をはじめとする様々な取組み

を推進するなど，大きな成果を上げている。

本シンポジウムは，日本，英国，米国，韓国，

シンガポールの各国における取組を紹介し，相互

に学びあうことを趣旨に開催したもので，そこで

の各氏の主な発表内容をもとに，また，その背景

や周辺にある関連施策をフォローしながら，各国

における教育の情報化の取組みをまとめてみた。

○英国

英国からは，まず，英国教育工学通信協会

（Becta）学習・指導・インクルージョン部門デ

ィレクターのデイヴィッド・ハッセル氏（Mr.

David Hassel）より「英国の学校における効果的

なICT活用開発」と題するプレゼンテーションが

行われ，政府の「e-Strategy」，BectaによるICT

活用の効果に関する研究成果，自己評価フレーム

ワーク／ICTマーク制度等の紹介があった。

Bectaは，政府が決定した政策に基づき，ICT

活用に関する様々な取組みを行っており，近年は

学力をさらに向上させるための方策について検

討・実行している。２００５年３月に教育技能省

（現：子ども・学校・家庭省）が発表した「e-

Strategy」は，ディジタル・インタラクティブ技

術を通じてよりパーソナル化された学習と子ども

向けサービスの実現を目指す５年間の戦略であ

る。学習法や学習時期についてより多くの選択肢

を与え，親・保護者，子ども，成人学習者など

様々な学習者が利用できるオープンでアクセスし

やすいシステムを構築するとしている。

Bectaによる多くの研究（ImpaCT２，ICT Test

Bed等）から，ICTは指導における生産的な時間

の増大，学力水準の向上，システム全体の効率

性・経費節減などを生み，成績向上や欠席率低下

についての定量的な結果も報告されている。

一方，学校の予算権限が拡大している現状で，

適切なリーダーシップをもつ学校は少なく，ICT

活用への理解や必要な方策等について管理職研修

（SLICT：Strategic Leadership for ICT）を実施

している。また，学校の情報化を，�リーダーシ
ップとマネジメント，�カリキュラム，�学習と
指導，�評価，�教職員の能力開発，�学習機会
の拡大，�リソース，�子どもの成績への影響，
の観点から自分のペースで進めて評価でき，その

達成について認証（ICTマーク）を受けられる

「自己評価フレームワーク（Self-review frame-

work：SRF）」も制度化している。

また，BectaのICT Test Bedプロジェクト（２００２

～２００６年）に参加したダーラム市ハンウィック小

学校校長のスー・スミス氏（Ms. Sue Smith）か

らの「効果的なICT活用のための成功の秘訣」と

題するプレゼンテーションでは，プロジェクト参

画を契機とした同校におけるICT環境整備やICT

を活用した授業の実例等が紹介された。各教室に

パソコン６台とラップトップ，電子ホワイトボー

ド，ディジタルビデオ，ディジタルカメラが置か

れ，子どもたちは自分でビデオを撮影して送信し

たり，アニメーション作成などもしている。スミ
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ス氏によれば，「成功するためには，どこでも

ICTが使えることが必要」であり，また，新たな

学習・指導の導入による変化を促し維持するため

教職員や専門家によるチームを組織し，そこに権

限を与えた等の取組が紹介された。

英国における学校ICT化の支出は年間８億ポン

ドを超え，整備状況も，コンピュータ１台あたり

の児童生徒数は中等学校で３．６人に達し，９７％以

上の学校がブロードバンド接続（２Mbps以上）

が可能となっている。子ども・学校・家庭省が

２００７年１２月に発表した「Children’s Plan」を具体

化するため，今後はこうした基盤を活かして，

２０１０年９月までに全ての中等学校で，２０１２年まで

には初等学校で，家庭から子どもの成績，出欠，

生活等の情報にリアルタイムでアクセスできるよ

うにし，コンピュータを持たない家庭の支援にも

取り組むなど，親・学校の緊密な連携，社会各層

による学力格差の縮小，また，ネット利用時の子

どもの安全を推進するとしている。

○米国

教育省教育技術部門ディレクターのティモシ

ー・J・マグナー氏（Mr. Timothy J Magner）か

ら「社会の変化を踏まえた教育の情報化の展望」

と題するプレゼンテーションが行われ，米国にお

ける教育政策の枠組み，情報通信を巡る技術動向

とそれを踏まえた最近の施策等の紹介があった。

米国の教育政策は，州政府，地方自治政府，連

邦政府の３つのレベルで決定・実行され，州政府

がカリキュラムと成績基準の作成，学校の認可，

教員の認定，学校区への予算配分等を行い，地方

自治政府の教育委員会や学校区に公立学校の運営

等を委任する。連邦政府は，教育関係の連邦法

（財政的支援や教育の機会均等の保障等）の制

定・施行，情報収集や課題の特定等を行う。初等

中等教育への予算は，州によるものが５０％，地方

自治政府が４１％，連邦政府が７％などとなってい

る。

また，技術動向として，携帯電話やインターネ

ットが１０代の子どもたちに浸透し，パーソナル

化・ネットワーク化といった学習モデルの変化が

生じていることや，オンライン学習やバーチャル

スクールが増加している（３６％の学校区に

３２８，０００人の生徒が遠隔教育コースに入学してい

る）といった現状，また，生徒データシステムや

その学校間での相互運用の取組み（Schools In-

teroperability Framework：SIF），そして，学

校・家庭・コミュニティがネットワーク化して多

様な学習を支援する新たなモデル「School２．０」

について紹介された。

これらの施策は，２００５年１月に教育省が発表し

た国家教育技術計画「A New Golden Age in

American Education」を踏まえたものと考えら

れるが，同計画は，現在の米国の初等中等教育政

策の主軸を成している２００１年の「No Child Left

Behind」法を根拠としている。同法は，「技術に

よる教育の向上」をねらいの１つとしており，関

連の助成制度（Enhancing Education through

Technology Program）も創設されている。２００２

年以降，数億ドル規模の予算計上がなされてい

る。

国家教育技術計画は，州・学校区・学校におけ

る行動ステップと勧告を７項目にわたり示してお

り，�リーダーシップの強化（州・学校区・学校
の管理職育成プログラム 等），�革新的な予算措
置の考慮（効率化と再配分 等），�教員研修の改
善（ICT利用に関する研修 等），�e－ラーニン
グとバーチャルスクールの支援（e－ラーニング

の全生徒への提供と全教員への研修参加確保

等），�ブロードバンドアクセスの促進（既存イ
ンフラ評価と信頼性確保 等），�ディジタルコン
テンツへの移行（教科書からオンラインへ 等），

�データシステムの統合（生徒データシステムの
統合計画，相互運用性の確保 等）が挙げられて

いる。なお，教育用コンピュータや教室からのイ

ンターネット接続など学校のICT環境整備は相当

進んでいるためか（コンピュータ１台あたり３．８

人，約９７％の教室からブロードバンド接続可；

２００５年），環境整備については殊更に強調はされ

ていない。
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米国における情報リテラシー教育についても若

干触れておきたい。マグナー氏は，「中等学校に

ICTの授業があり，表計算，データベース，ホー

ムページ作成等が行われているが，最近ではこう

した授業に疑問が持たれており，指導内容は考え

直す必要を感じる」と述べていた。２００２年，教育

省（教育技術部門）の支援を受けて政府・産業・

教育の官民連携による「２１st Century Skills Fo-

rum」が設立されている。学校で学ぶ知識・スキ

ルと２１世紀のコミュニティや職業現場で必要とな

る知識・スキルにギャップがあるとの考えの下，

思考・問題解決，グローバルな意識，財政・経

済・ビジネスのリテラシー，市民リテラシー等を

こうした新たなスキルとして定義しており，その

中で「情報コミュニケーション・スキル」をその

筆頭に挙げているところである。

○韓国

韓国教育学術情報院（KERIS）シニア・リサ

ーチャーのキム・ボ・ソン氏（Mrs. Kim Bo

Seon）から「国主導型の校務の情報化」と題す

るプレゼンテーションが行われ，韓国における，

国の機関が運営する教育情報管理システム

「NEIS」について紹介された。

NEIS（National Education Information Serv-

ices）は，韓国の教育機関全体のためのウェブベ

ースの教育情報管理システムで，２００２年１０月にサ

ービスが開始，順次拡大されている。NEISは，

教育行政の効率性・透明性・利便性の向上と，質

の高い教育サービスの提供を目的として導入され

たもので，教育人的資源省が政策決定と関連法令

の改正を，KERISがセンターと中央サーバの管

理・運用，ソフトウェアの開発・保守，ユーザ研

修と技術コンサルタント等を，１６の市・道教育庁

が地方におけるサーバ管理・運用，研修・サポー

ト等を担当している。

NEISは，教育庁では人事管理・給与・予算・

会計・資産・教育統計・監査・法務等に利用し，

教員はカリキュラムや時間割の作成，成績処理や

転入処理を含む生徒情報の管理，文書の電子承認

等に幅広く利用している。NEISには保護者も接

続でき，自分の子どもの学校での活動や，学校が

日々入力する日誌からその日の出来事を知ること

ができる。電子承認や転入処理などについては定

量的な削減効果も報告されている（電子承認で１

校あたり１１，０００枚超の紙と６９％の仕事量（年間

９５１時間）の削減，転入処理は１件あたり約３０分

の時間節約）。

韓国における「今後の教育」について，キム氏

からは，オンライン家庭教育サービスの拡大，保

護者向けサービスの拡大と質の向上，e－ラーニ

ングと教育用コンテンツによる付加価値の創出が

挙げられた。韓国では，１９９６年から「EDUNET」

と呼ばれる包括的な教育情報システムがKERIS

により開発・運用されており，インターネットを

通じて教師・生徒・保護者など全ての人々に授業

や研修などの教材・コンテンツを無料で提供する

など，e－ラーニングを強力に推進してきている。

EDUNETは会員数５００万を超えており，登録コン

テンツも，２００５年１２月現在，１１７万件に昇ってい

る。

教育人的資源省とKERISは，こうした基盤を

活かし，教育の地域間格差への対応と公教育の強

化，様々なオンラインコンテンツによる自発的な

学習の支援を目的に，２００５年からCyber Home

Learning System（CHLS）を全国的に立ち上げ，

日々平均２０万人に利用されている。同省の２００８年

教育ICT振興計画によれば，今後，KERISでは，

システムを構築・運用する市・道教育庁に対して

コンサルティングや技術サポートを拡大するとし

ている。

また，ICTを活用した教育環境の改善として，

ディジタル教科書の開発にも取り組むとしてい

る。２００６年の実験的な取組みで特に成績中低位層

に効果が高かったことを踏まえ，２００７年のプロト

タイプ開発をもとに，２００８年に小学校６年生の全

教科のディジタル教科書を開発し，２０１１年までに

中等教育の教科にも拡大することを計画してい

る。

学校のICT環境整備（コンピュータ１台あたり
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生徒数５．５人，教員１人１台コンピュータ，９７％

の学校からインターネット接続（２Mbps以上）

が可など）のほか，低所得家庭の子どもへのコン

ピュータ支援も含め，学校・家庭・地域における

環境整備が進んでいる韓国では，これまでのe－

ラーニング基盤の上で引き続き積極的に教育の情

報化が進められようとしている。

○シンガポール

教育省教育技術局アシスタントディレクターの

アング・ギム・チャイ氏（Mrs. Ang Gim Chai）

から「IT教育マスタープラン」等の紹介があっ

た。

シンガポールでは，１９９７年に「第１次IT教育

マスタープラン（Masterplan for IT in Educa-

tion）」を立ち上げ，これに基づき教育の情報化

が進められた。学校にパソコンやネットワークな

どのICT環境が整備され，小学校における１台あ

たり児童数６．６人のコンピュータ整備や，全学校

からのインターネット接続が実現された。また，

全教員（２万数千人）への研修や，各学校への技

術アシスタント（Technology Assistant）の配置

など，人材開発も積極的に行われたことも紹介さ

れた。

第１次マスタープランは「学校におけるIT利

用の青写真」と「すべての子どもたちにITによ

る豊かな学校環境へのアクセス」を提供するため

に，２００２年までの計画として総額約２０億ドルの予

算により実施された。ICT環境整備としては，各

教室へのコンピュータ配備やコンピュータ教室の

整備，学校内のネットワーク化等により全ての学

習スペースでITアクセスを可能とするほか，１

台あたり２人の教員用ノートパソコンの整備も行

われた。

第１次マスタープランはICT環境整備が中心で

あったが，２００３年からの「第２次IT教育マスタ

ープラン」では，アング氏も述べたように「どの

ように技術を活用して，それを学びにつなげてい

くかが焦点」とされた。人材面でも，第１次マス

タープランは現職教員への研修が中心であったが

（殆どの教員が３０～５０時間にわたる８～１０のコア

モジュールを修了），「校長や副校長のリーダーシ

日本 米国 英国 韓国

調査年月 ２００７．３ ２００５秋 ２００７．６ ２００５．１２

コンピュータ１台

当たりの児童生徒

数

小学校 ８．９人

中学校 ６．７人

高等学校 ５．５人

全体 ７．３人

小学校 ４．１人

中等学校 ３．３人

全体 ３．８人

初等学校 ６．２人

中等学校 ３．６人

※２００６．１現在

小学校 ７．２人

中等学校 ６．１人

高等学校 ３．８人

全体 ５．５人

※学校種別は２００５．４現

在

校内LAN整備率 小学校 ５０．４％

中学校 ５２．８％

高等学校 ８０．２％

全体 ５６．２％

小学校 ９３％

中等学校 ９５％

全体 ９４％

初等学校 ８４％

中等学校 ９０％

※インターネットに接続し

ているコンピュータの割合

全体 １００％

（超）高速インタ

ーネット接続率

（３０Mbps以上）

小学校 ３５．８％

中学校 ３７．７％

高等学校 ２５．５％

全体 ３５．０％

（１．５Mbps以上）

小学校 ９７％

中等学校 ９９％

全体 ９７％

（２Mbps以上） ９７％

平均速度については以下の

とおり。

初等学校 ２．６Mbps

中等学校 １２．４Mbps

（２Mbps以上） ９７％

出典（米国）教育省 Internet Access in U.S. Public Schools and Classrooms：１９９４－２００５

（英国）子ども・学校・家庭省講演資料（２００８．１），Becta Harnessing Technology Review２００７

BESA Information and Communication Technology in UK State Schools October２００７Summary Report

（韓国）教育人的資源省２００６Adapting Education to the Information Age

KEDI Education in Korea２００７－２００８，Brief Statistics On Korean Education２００５

諸外国におけるICT環境整備の状況
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ップにも焦点をあて，２日間の管理職向けセミナ

ーを行った」。また，学校のICT環境整備にあた

りどのようなシステムを調達すべきかなどより高

いレベルの支援を校長やリーダーに対して行う

「ICTエグゼクティブ（ICT Executives）」を配置

する。ICTをカリキュラムに更に組み込んでいく

ためにはICTサポートの充実が必要との考えか

ら，教育省はICTエグゼクティブを含むICTサポ

ートスタッフに係る助成のため２，０００万ドルを提

供するとしている。

第２次マスタープランは，子どもたちが能動的

な学習をするためにICTを効果的に活用するこ

と，カリキュラムと指導と評価の関係をICTの利

用によって強めること等を目指しており，これま

で２００３～２００６年の予算総額は約６億ドルとなって

いる。また，第２次マスタープランの中間レビュ

ー（２００５年）の結果を受け，教育省は，子どもた

ちが身に付けるべきICTスキルをまとめた「ベー

スラインICTスタンダード」を策定し，２００７年か

ら小学校で，２００８年から中学校・高等学校で使用

することとなった。この中には，２００７年に同省が

策定した「Cyberwellness Framework」におけ

る「自他の尊重」・「安全で責任ある利用」の原

則に沿って，倫理と法に関わるスキルも含まれて

いる。

なお，第３次マスタープランについては「２００８

年８月に発表予定」とのことである。

（参考）
・英国 子ども・学校・家庭省 http://www.dcsf.go.
uk/
Becta http://www.becta.org/

・米国 教育省 http://www.ed.gov/
・韓国 教育人的資源省 http://english.mest.go.kr/
KERIS http://english.keris.or.kr/
KEDI http://eng.kedi.re.kr/

・シンガポール 教育省 http://www.moe.gov.sg/

（注）シンポジウムで紹介されたデータのうち更新等
のあった数値については，当該数値を記載して
いる。

最新刊

情報セキュリティ白書２００８
脅威が見えない脅威－求められるプロアクティブな対策

・２００７年におけるコンピュータウィルス・不正ア

クセス・脆弱性に関する報告をもとに、情報セ

キュリティ上の脅威・動向・対策をまとめまし

た。

・情報処理推進機構（IPA）の年次報告書です。
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